
 

日中サービス支援型グループホーム月岡俱楽部（共同生活援助）運営規程 

 

 （事業の目的） 

第１条 社会福祉法人あさひ共生福祉会が設置する日中サービス支援型グループホーム月

岡俱楽部（以下「事業所」という。）において実施する障害者の日常生活及び社会生活を総

合的に支援するための法律（平成 17 年法律第 123 号。以下「法」という。）に基づく指定共

同生活援助に係る指定障害福祉サービス（以下「指定共同生活援助」という。）の事業は、

常時の支援体制を確保することにより、利用者が地域において共同して自立した日常生活

又は社会生活を営むことができるよう、当該利用者の身体及び精神の状況並びにその置か

れている環境に応じて共同生活住居において、相談、入浴、排せつ又は食事の介護、その他

の日常生活上の支援を適切かつ効果的に行うことにより、障害者の福祉の増進を図ること

を目的とする。 

 

 （運営の方針） 

第２条 利用者の意向、適性、障害の特性その他の事情を踏まえて共同生活援助計画を作成

し、これに基づき利用者に対して指定共同生活援助を提供するとともに、その効果について

継続的な評価を実施することその他の措置を講ずることにより利用者に対して適切かつ効

果的に指定共同生活援助を提供する。 

２ 利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立ったサービスの提供に努める

とともに、地域及び家庭との結び付きを重視し、市町村、他の指定障害福祉サービス事業者

等その他の保健医療サービス及び福祉サービスを提供する者との密接な連携に努める。 

３ 前２項のほか、新潟県指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営等に関する

基準を定める条例（平成 27 年新潟県条例第 27 号）に定める内容のほか関係法令等を遵守

し、事業を実施する。 

 

 （事業所の名称等） 

第３条 事業所の名称及び所在地（主たる共同生活住居の名称及び所在地をいう。）は、次

のとおりとする。 

 （１）名称  日中サービス支援型グループホーム月岡俱楽部 

 （２）所在地 新潟県三条市曲渕３丁目２５番３３号 

        

 （従事者の職種、員数及び職務の内容） 

第４条 事業所における従事者の職種、員数及び職務の内容は、次のとおり とする。 

 （１）管理者 1 人 

    従業者及び業務の管理その他の管理を一元的に行うとともに、従業者に対し関係



法令等を遵守させるために必要な指揮命令を行う。 

 （２）サービス管理責任者 １人以上 

    共同生活援助計画の作成に関する事務を行うほか、利用申込者の心身の状況の把

握、利用者の自立した日常生活に向けた検討等、他の事業所等との連絡調整並びに他の従業

者に対する技術指導及び助言を行う。 

（３）世話人 ５人以上 

（４）生活支援員 ５人以上 

   共同生活援助の利用者の介護等を行う。 

（５）夜間支援従事者 １人以上 

 

 （入居定員） 

第５条 事業所の入居定員は、２０人とする。 

 

 （日中サービス支援型指定共同生活援助の内容） 

第６条 事業所で行う指定共同生活援助の内容は、次のとおりとする。 

（１）共同生活援助計画の作成 

（２）入浴の介護又は清しき 

（３）排せつの介護 

（４）食事の介護 

（５）利用者と共同で行う調理、洗濯及び掃除等の家事 

（６）関係機関との連絡調整 

（７）余暇活動の支援 

（８）行政機関に対する手続き等の代行 

（９）健康管理・金銭管理の援助 

（10）その他日常生活上の支援 

（11）相談及び助言等 

（12）一時的に体験的な利用が必要と認められる者に対する全各号に掲げるサービスの提

供（以下「体験利用」という。） 

 

 （支給決定障害者から受領する費用の額等） 

第７条 指定共同生活援助を提供した際は、支給決定障害者から当該指定共同生活援助に

係る利用者負担額（障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づ

く指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準（平成 18年厚生労働

省令第 171 号））の支払いを受けるものとする。 

２ 法定代理受領を行わない指定共同生活援助を提供した際は、支給決定障害者から当該

指定共同生活援助に係る指定障害福祉サービス等費用基準額（法第２９条第３項に規定す



る厚生労働大臣が定める基準により算定した費用の額をいう。）の支払いを受けるものとす

る。 

３ 前２項の支払いを受ける額のほか、指定共同生活援助において提供する便宜に要する

費用のうち、次に定める費用については、支給決定障害者から徴収し清算し、残金が生じた

ときは、利用者にその残額を返還するものとする。 

 （１）家賃   30,000 円（月額） 

 （２）光熱水費 10,000 円（月額） 

 （３）食材料費 35,000 円（月額） 

 （４）日用品費 実費 

 （５）その他日常生活において通常必要となるものに係る費用であって、支給決定障害者

に負担させることが適当と認められるもの 実費 

４ 前３項の費用の額の支払いを受けた場合は、当該費用に係る領収証を当該費用の額を

支払った支給決定障害者に対し交付する。 

５ 第３項の費用の額に係るサービスの提供に当たっては、あらかじめ、支給決定障害者に

対し、当該サービスの内容及び費用について説明を行い、支給決定障害者の同意を得るもの

とする。 

 

 

 （入居に当たっての留意事項） 

第８条 利用者が日中サービス支援型指定共同生活援助の提供を受ける際は、次の各号を

掲げる事項に留意してもらうよう説明を行うものとする。  

一 施設内の居室や設備、器具は本来の用法に従ってご使用ください。なお、ご利用者の不

注意による破損については、弁償して頂く場合があります。  

二 当施設敷地内での飲酒・喫煙はご遠慮ください。   

三 施設内へのペット等動物の持ち込み及び飼育はできません。  

（禁止行為）  

利用者は、事業所で次の行為をしてはいけません。  

一 宗教や信条の相違などで他人を攻撃し、又は自己の利益のために他人の自由を侵すこと。  

二 けんか、口論、泥酔などで他の利用者等に迷惑を及ぼすこと。  

三 事業所の秩序、風紀を乱し、安全衛生を害すること。  

四 指定した場所以外で火気を用いること。  

五 故意に事業所もしくは物品に損害を与え、又はこれを持ち出すこと。 

 

 

（緊急時等における対応方法） 

第９条 従業者は、現に指定共同生活援助の提供を行っているときに利用者に病状の急変



が生じた場合その他必要な場合は、速やかに医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講

ずるとともに、管理者に報告を行う。 

 

 

(共同生活援助計画の作成等）  

第１０条 管理者は、サービス管理責任者に共同生活援助計画の作成に関する業務を担当さ

せるものとする。  

２ 共同生活援助計画の作成に当たっては、適正な方法により、利用者について、その有す

る能力、その置かれている環境及び日常生活全般の状況等の評価を通じて利用者の希望す

る生活や課題を明らかにし、利用者が自立した日常生活を営むことができるように支援す

る上での適切な支援内容の把握をするものとする。  

３ 前項に規定する適切な支援内容の把握（以下「アセスメント」という。）に当たっては、

利用者に面接して行うものとする。この場合において、サービス管理責任者は、面接の趣旨

を利用者に対して十分に説明し、理解を得るものとする。  

４ サービス管理責任者は、アセスメントの結果に基づき、利用者及びその家族の生活に対

する意向、総合的な支援の方針、生活全般の質を向上させるための課題、指定共同生活援助

の目標及びその達成時期、指定共同生活援助を提供する上での留意事項等を記載した共同

生活援助計画の原案を作成するものとする。この場合、当該事業所が提供する指定共同生活

援助以外の保健医療サービス又はその他の福祉サービス等との連携も含めて共同生活援助

計画に位置付けるよう努めるものとする。  

５ サービス管理責任者は、共同生活援助計画の作成に係る会議（利用者に対する指定共同

生活援助の提供に当たるサービスの担当者等を招集して行う会議をいう。）を開催し、前項

に規定する共同生活援助計画の原案の内容について意見を求めるものとする。 

  

 

 （非常災害対策） 

第１１条 消火設備その他の非常災害に際して必要な設備を設けるとともに、所在する地

域の環境及び利用者の特性に応じて、火災、地震、風水害、津波その他の非常災害に関する

具体的計画を立て、非常災害時の関係機関への通報及び連絡体制を整備し、それらを定期的

に従業者に周知する。 

２ 非常災害に備えるため、定期的に避難、救出その他必要な訓練を行う。 

 

(緊急時等における対応方法)  

第１２条 利用者について、病状の急変が生じた場合、その他緊急事態が生じた場合は、速

やかに協力医療機関への連絡を行う等の必要な措置を講ずるとともに、管理者に報告する

ものとする。  



（虐待の防止のための措置に関する事項） 

第１３条 利用者の人権の擁護、虐待の防止等のため、次の措置を講ずる。 

（１）虐待の防止に関する責任者の選定 

 （２）成年後見制度の利用支援 

 （３）苦情解決体制の整備 

 （４）従業者に対する虐待の防止を啓発・普及するための研修の実施 

 （５）虐待の防止のための対策を検討する委員会の定期的な開催及びその結果について従

業者への周知 

 

（秘密保持等） 

第１４条 従業者は、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を保持する。 

２ 従業者であった者が、正当な理由がなく、その業務上知り得た利用者又はその家族の秘

密を漏らすことがないよう、従業者でなくなった後においてもこれらの秘密を保持するべ

き旨を、従業者との雇用契約の内容とする。 

３ 他の指定障害福祉サービス事業者等に対して、利用者又は家族に関する情報を提供す

る際は、あらかじめ文書により同意を得るものとする。 

 

 （苦情解決） 

第１５条 提供した指定共同生活援助に関する利用者又はその家族からの苦情に迅速かつ

適切に対応するために、苦情を受け付けるための窓口を設置する。 

２ 前項の苦情を受け付けた場合には、当該苦情の内容等を記録する。 

３ 社会福祉法（昭和 26 年法律第 45 号）第８３条に規定する運営適正化委員会が同法第

８５条の規定により行う調査又はあっせんにできる限り協力する。 

 

 （その他運営に関する重要事項） 

第１６条 従業者の資質の向上のために研修の機会を次のとおり設けるとともに、従業者

の勤務の体制を整備する。 

 （１）採用時研修 採用後１か月以内 

 （２）継続研修  年２回 

２ 従業者、設備、備品及び会計に関する諸記録を整備する。 

３ 利用者に対する指定共同生活援助の提供に関する諸記録を整備し、当該指定共同生活

援助を提供した日から５年間保存する。 

４ 事業所は地域生活支援拠点等として次の機能を担う。 

（１）相談 

 （２）緊急時の受け入れ・対応 

 （３）体験の機会・場 



 （４）専門的人材の確保・要請 

 （５）地域の体制づくり 

 

 

 

   附 則 

 この規程は、令和７年１１月１日から施行する。 

 



日中サービス支援型共同生活援助重要事項説明書 

（令和 8年 2月 1 日現在） 

 

1、事業者の概要 

法 人 の 種 類 社会福祉法人 

法 人 の 名 称 あさひ共生福祉会 

代 表 者 理事長 名古屋 孝徳 

法 人 所 在 地 新潟県三条市西裏館３丁目６番５４号 

設 立 年 月 令和元年７月２２日 

法 人 の 理 念 「住み慣れた家、住み慣れた地域で最後まで暮らし続けたい」そ

の思いを私たちが実現します。 

 

２、事業所の概要 

事 業 所 名 称 月岡倶楽部 

事 業 の 種 類 日中サービス支援型グループホーム 

事 業 所 の 所 在 地  新潟県三条市曲渕３丁目２５番３３号 

事 業 所 の 電 話 番 号 ０２５６－６４－８２９０                 

事 業 所 番 号 1520400076                        

事 業 所 開 設 年 月 日 令和７年１１月１日                       

事 業 所 延 面 積    498.64 ㎡                      

入 居 定 員 男性１０名     女性１０名 

事 業 目 的 利用者が地域において共同して自立した日常生活又は社会生活

を営むことができるるよう、当該利用者の身体及び精神の状況

並びにその置かれている環境に応じて共同生活住居において、

相談、入浴、排せつ又は食事の介護、その他の日常生活上の支援

を適切かつ効果的に行う事により、障害者の福祉の増進を図る

ことを目的とする。  

運 営 方 針 

 

1.利用者の意向、適正、障害の特性その他の事情をえて個別支援

計画を作成し、これに基づき利用者に対して指定生活援助を提

供するとともに、その効果について継続的な評価を実施するこ

とその他の措置を講ずることにより利用者に対して適切かつ効

果的な指定共同生活援助を提供する。 

2.利用者の意思及び人格を尊重し、常に利用者の立場に立った 

サービスの提供に努めるとともに、地域及び家庭との結び付き

を重視し、市町村、他の指定障害福祉サービス事業所等その他の

保険医療サービス及び福祉サービスを提供する者との密接な連

携に努める。 

 



３．業所の設備の概要 

 ①居室の概要 

居室の種類 室 数 部屋タイプ 面 積 備 品 

1 階／個室 10 室 洋 室   1 室：9.11 ㎡ クローゼット 

2 階／個室 10 室 洋 室 1 室：9.11 ㎡ クローゼット 

②その他の設備の概要 

設 備 の 種 類 室数 備考 

リビングダイニング     １ F、 2 F 各 １ か 所  

洗 面 所    １ F、 2 F 各 １ か 所  

ト イ レ    １Ｆ、２Ｆ 各３ヵ所  

風 呂 場    １ F、 2 F 各 ２ か 所 個浴 

洗 濯 室   １ F、 2 F 各 １ か 所 洗濯機２台・乾燥機 

 

 ４.サービス提供を行う職員体制 

  (1)職員の配置状況（R7.11.1 現在） 

 常勤（人） 非常勤（人） 合計   

管 理 者         1  1 

サービス管理責任者       １（兼務）1  2 

世 話 人               2 2   

生 活 支 援 員    2         3 

夜間支援従事者   1    1 

   

(2)職務内容 2 

職 種        業 務 内 容 

管 理 者 従業者及び業務の管理その他の管理を一元的に行うとともに、

従業者に対し関係法令等を遵守させるために必要な指揮命令

を行います。 

サービス管理責任者 共同生活援助計画の作成に関する事務を行うほか、利用申込者

の新進の状況の把握、利用者の自立した日常生活に向けた検討

等、他の事業者等との連絡調整並びに他の従業者に対する技術

指導及び助言を行います。 

世 話 人 食事の提供、清掃、洗濯、利用者の健康管理、金銭管理、服薬

管理等、利用者に日常生活上の援助を行います。 

生 活 支 援 員 食事や入浴、排せつ等の介助等、利用者の支援を行います。 

日常生活の様々な場面で利用者の意思や希望を汲み取りその

人にあった適切な支援を行います。 

夜間支援従業者 

 

夜間及び深夜時間帯においても、利用者の状態に応じた介護等

の支援を行います。 

 



５．提供されるサービス内容 

 ①共同生活援助計画の作成 

  利用者の意向や心身の状況等のアセスメントを行い、生活全般の質の向上させるため 

  の課題や目標、支援の方針等を記載した共同生活援助計画を作成います。 

 ②利用者に対する相談 

  利用者及びその家族が希望する生活や利用者心身の状況等を把握し、適切な相談、助 

言、援助等を行います。 

③食事の提供 

 栄養バランス、入居者の身体状況、希望や嗜好を考慮した食事の提供を行います。 

※食事時間    朝食  7：00～8：00 

         昼食 12：00～13：00 

         夕食 18：00～19：00 

 

④日中活動支援 

  日中、指定自立訓練(生活訓練)事業所、指定就労継続支援事業所等のサービスを利用 

  する場合、また職場に通勤する場合等に、必要に応じてサービス提供事業者等と連絡・ 

調整を行い、利用者の活動を支援します。また、当該事業所内で過ごされる利用者に対 

して日中の生活介護及び創作活動等の支援を行います。 

 ⑤健康管理の援助 

  世話人等により観察・疾病予防・健康管理を行います。緊急時には必要により、主治 

  医あるいは協力医療機関等に責任をもって引き継ぎます。また、利用者が外部の医療機 

  関に通院する場合は、その付き添い等について配慮します。 

 ⑥金銭管理の援助 

  小遣い帳への記帳など、利用者が自ら金銭管理を行うことができるよう支援します。 

 ⑦余暇活動の支援 

  地域行事のへの参加を促進します。地域商店への買物支援などを通じて選択の機会を 

作り自主性を育てます。 

 ⑧訓練等給付費支給申請の援助 

  訓練等給付費の支給期間終了後も継続して支援を受けることができるよう、再度支給 

決定を受けるための申請を行う際に、必要な援助をします。 

 ⑨体験利用における支援 

  契約を希望されている方に、生活上の不安の解消等を目的として、正式な契約締結前 

  に「体験利用」として支援を行います。 

 

６、利用料金 

（１）利用者負担について 

提供するサービスについて、厚生労働省の告示の単価【別表】による料金が発生します。

利用者負担は、原則、利用料の１割となっていますが、所得に応じて市町村が定めた利

用者負担上限額を上限としています。ひと月に利用したサービス量にかかわらず、それ

以上の負担は生じません。 



  ※負担上限月額等に関する詳細については、お住いの市町村窓口までお問合せ下さい。 

家賃 月額   ４５，０００円 

光熱水費     月額   １６，０００円 

食材料費 月額   ３６，０００円 

日用品費 月額       ３，０００円 

 

体験利用    日額    ３，０００円                               

   ※家賃補助制度あり、各自治体にご確認ください。 

※この他、利用者の事情により必要なる嗜好品等は、その実費について利用者の負担 

になります。 

   ※なお、サービス提供に要する額として、事業者が利用者に代わり市町村から受領し 

た訓練費等給付費の額についえては、利用者に通知します。 

  

 ７．料金の支払い方法 

利用者負担額及びその他の費用について、サービスを利用した月の翌月１５日までに利

用月分の請求書をお届けします。 

支払い方法 支払い要件 

利用者指定口座からの自動振替 サービスを利用した月の翌月２０日までに指定する

口座より引き落とします。 

事業者指定口座への振り込み サービスを利用した月の翌月の２０日までに、事業者

が指定する下記口座にお振込み下さい。 

三条信用金庫 支店番号 本店 014  普通 

口 座 番 号   ８５２１９６６ 

口座名義   社会福祉法人 あさひ共生福祉会 

        理  事  長   名古屋 孝徳 

お支払いを確認しましたら、必ず領収書をお渡ししますので、保管をお願いします。 

また、介護給付費等について市町村より給付を受けた場合は、受領通知をお渡しします

ので、必ず保管をお願いします。 

 

８.サービスにあたっての留意事項 

 (1) 市町村の支給決定内容等の確認 

   サービスの提供に先立って、受給者証の記載された支給量・支給内容・利用者負担上 

限月額を確認させていただきます。受給者証の住所、支給量などに変更があった場合は

速やかに事業者にお知らせください。 

(2) 個別支援画書の作成 

 確認した支給決定に沿って、利用者及び家族の意向に配慮しながら「個別支援計画」を

作成します。作成した「個別支援計画」については、案の段階で利用者又は家族に内容

を説明し、利用者の同意を得た上で成案としますので、ご確認いただくようお願いしま

す。 



(3) 個別支援計画の変更等 

    「個別支援計画」は、利用者等の心身の状況や意向などの変化により、必要に応じて

変更することができます。 

  

９.虐待の防止について 

 事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、「障害者虐待の防止、障害者 

の養護者に対する支援等に関する法律」を遵守するとともに、下記の対策を講じます。 

（1） 虐待防止に関する責任者を選定しています。 

虐待防止に関する責任者 管理者   成田 優子 

（2） 成年後見制度の利用を支援します。 

（3） 苦情解決体制を整備しています。 

（4） 従業者に対する虐待防止を啓発・普及するための研修を実施しています。 

（5） 虐待の防止のための対策を検討する委員会の設置等を実施しています。 

 

１０.身体拘束について 

身 体 拘 束 の 禁 止   事業者は、身体拘束を行いません。 

緊急やむを得ない場合   利用者又は他の利用者、職員等の生命又は身体を保護するた

め緊急やむを得ない場合には、組織により決定し、家族に身

体拘束について詳細説明を行い、個別支援計画に記載し同意

を得たときにのみ、その条件と期間内にてのみ身体拘束等を

行うものをします。 

身体拘束を行った場合の記録 その様態及び時間、その他利用者の心身状況並びに緊急やむ

をえない理由とその他の必要な事項を記録します。 

 

１１、個人情報の保護について 

（１）事業者及び従業者は、正当な理由が無い限り、利用者又は利用者の家族の秘密を洩ら

しません。また、職員は事業所退職後も秘密保持の責任が継続されます。 

（２）関係機関等に対して、利用者又は利用者の家族に関する情報を提供する際は、あらか

じめ同意を得るものとします。 

（３）事業者は法令に基づいて、利用者の記録及び情報を適切に管理しています。また、処

分の際にも第三者への漏洩を防止するものとします。 

（４）事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容を開示します。ま

た、記録及び情報については、サービスを提供した日から５年間保管します。 

 

１２、緊急時の対応について 

サービス提供中に、利用者に病状の急変が生じた場合やその他必要な場合は、速やかに

主治医、関係医療機関に連絡を行う等の必要な措置を講じるとともに、利用者が予め指定 

 する連絡先にも連絡します。 

 



【主治医】 

医 療 機 関 名  

所 在 地  

電 話 番 号  

主 治 医 名  

 

【緊急連絡先】 

氏 名   

住 所   

電 話 番 号   

 

【協力医療機関】 

医 療 機 関 名 社会医療法人 嵐陽会 三之町病院 

所 在 地 三条市本町５丁目２番３０号 

電 話 番 号 0256-33-0581 

 

１３、事故発生時の対応方法について 

利用者に対する共同生活援助の提供により事故が発生した場合は、県、市町村、利用

者の家族等に連絡を行うとともに、必要な措置を講じます。 

また、利用者に対する共同生活援助の提供により賠償すべき事故が発生した場合は、

損害賠償を速やかに行います。 

本事業者は、下記の損害賠償保険に加入しています。 

保 険 会 社 名 あいおいニッセイ同和損保 

保 険 名 介護社会福祉施設総合保険 

保 険 の 概 要 賠償責任保険 

 

１４、非常災害時の対策 

非常時の対応 非常災害時には、別途定める消防計画に従って対応します。 

平常時の訓練等 消防法令に基づき消防計画を立て、職員及び利用者が参加する

消火、通報及び避難訓練を少なくとも年２回は実施します。そ

の内、年１回以上は総合訓練を実施します。 

防火管理者 大竹 智子              

防犯、防火設備、避難

設備等の概要 

・自動火災報知機    有  ・誘導灯      有  

・ガス漏れ報知器    有  ・非常通報装置   有  

・スプリンクラー    有 

・カーテン等は防火機能のある物を使用しています。 

・災害に備えて備蓄（食料、飲料水等 ３日分）） 



１５、バックアップ施設 

  当ホームは下記の施設をバックアップ施設とし、サービス提供体制の確保、緊急時の対

応について連携し、支援体制を確保します。 

施 設 名 生活介護事業所 月岡倶楽部 

所 在 地 三条市曲渕３丁目２５番３２号 

電 話 番 号 ０２５６‐６４‐８２０５ 

 

１６、苦情解決の体制及び手順 

（１）事業所の苦情：相談窓口 

   提供した共同生活援助に係る利用者及びその家族から相談及び苦情を受け付けるた

めの窓口を設置しています。 

 

 

事業者の窓口 

窓 口 担 当 者   平野 利津子       

苦情解決責任者   成田 優子 

受    付    日   月曜日～金曜日 

受  付  時  間   午前９時００分から午後５時００分 

電  話  番  号   ０２５６‐６４‐８２９０ 

F  A  X 番  号   ０２５６‐６４‐８２９１ 

第三者委員 棚橋正典  ０９０‐８９４３‐７３７９ 

 

（２）行政機関その他の苦情受付窓口 

   本事業所では解決できない苦情や虐待等の相談は、行政機関又は新潟県社会福祉協

議会に設置された運営適正化委員会に申し立てることができます。 

 

市町村の窓口 

所   在   地     三条市旭町２丁目３番１号 

受 付 担 当 課   福祉課・障がい支援係 

電  話  番  号     ０２５６‐３４‐５４０８ 

 

 

新潟県福祉サービス運

営適正化委員会 

所   在    地   新潟県新潟市中央区上所２丁目２番２号 

          新潟ユニゾンプラザ３階 

実 施 機 関   新潟県社会福祉協議会 

受    付    日     月曜日～金曜日 

受  付  時  間     午前９時００～午後５時００分 

電  話  番  号     ０２５‐２８１－５６０９ 

 

１７、ご利用の際にご留意いただく事項 

面   会 
家族等との面会時間は、午前 10 時から午後 8時までとなります。 

面会時は、入口の面会簿にご記入ください。 

外出・外泊 事前に職員に届け出てください。 

居室等の利用 

共同住居内の設備、器具は本来の用途に従ってご利用ください。

これに反したご利用により破損が生じた場合、賠償していただく

ことがあります。※賠償責任保険に加入されることをお勧めします。 



貴重品の管理 利用者の所持金その他の貴重品は、利用者の責任において管理し

ていただきます。なるべく貴重品等は、お持ち込みにならないよ

うにお願いします。 

飲酒・喫煙 全館 禁煙・禁酒です。 

宗教活動等 利用者の思想、信仰は自由ですが、他の利用者に対する宗教活動、

政治活動及び営利活動はご遠慮ください。 

 

１７、第三者評価の実施状況について 

第三社評価の実施          有  ・  無 

 

  



 

令和   年   月   日 

 

サービス提供の開始に際し、利用者に対して本書面に基づき、重要事項について説明を行

いました。 

 

事業者   （事 業 者 名）   社会福祉法人あさひ共生福祉会            

（所 在 地）    新潟県三条市曲渕 3丁目 25 番 33 号      

（代 表 者 名）     理 事 長  名 古 屋  孝 徳       印   

（事 業 所 名）     日中サービス支援型グループホーム月岡倶楽部  

（説  明  者）    管理者  成田 優子                印    

 

 

本書面により、重要事項についての説明を事業者から確かに受けました。 

 

   利用者   （住   所）                      

        （氏   名）                                     印  

 

利用者は、身体の状況等により署名ができないため、利用者本人の意思を確認の上、 

私が利用者に代わって、その署名を代筆しました。 

    代理人   （住   所）                            

        （氏   名）                                      印    

 

  



別紙 

【グループホーム料金表】 

 ◎利用料金は、下表のとおり障害支援区分により定められています。 

 

※中サービス支援型共同サービス費（Ⅰ）  

 区分６ 区分５ 区分４ 区分３ 

利用者負担額 997 円 880 円 771 円 524 円 

※日中を当該共同生活住居以外で過ごす場合 

 区分６ 区分５ 区分４ 区分３ 区分２ 区分１ 

利用者負担額 765 円 627 円 539 円 407 円 270 円 253 円 

 

 【体験利用】 

※日中サービス支援型共同生活援助サービス費（Ⅱ） 

 区分６ 区分５ 区分４ 区分３ 

利用者負担額 1,168 円 1,028 円 938 円 672 円 

※日中を当該共同生活住居以外で過ごす場合 

 区分６ 区分５ 区分４ 区分３ 区分２ 区分１ 

利 用 料 9,290 円 7,870 円 6,950 円 5,460 円 4,080 円 3,890 円 

利用者負担額 929 円 787 円 695 円 546 円 408 円 389 円 

 

②加算項目 

  

加算項目 利用料 利用者負担額 内  容 

帰宅時支援加算 1,870 円/回(3～6 日) 

 

左記の 1 割 

 

利用者が外泊した際、、家族等の連

絡調整や交通手段の確保等の支援

を行った場合、1 月に 1回加算され

ます。 

3,740円/回(7日以上) 

   

長期入院時支援特別加算 150 円/日 左記の 1 割 病院など概ね週に 1回以上訪問

し、入院期間中の衣類等の準備や

利用者の相談支援など、日常生活

上の支援を行うとともに、退院後

の円滑な生活移行が可能となるよ

う、病院と連絡調整行った場合、3

日目から加算されます。 

福祉・介護職員処遇改善加算（Ⅲ）（Ⅰ）福祉・介護職員の処遇改善の取り組みとして、法令の要件を満たす場合 

所定単位数に加算されます。 

   

 


